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株式会社 E-BOND ホールディングスとの業務提携に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社 E-BOND ホールディングス（本社：埼玉県北葛飾郡、
代表取締役社長：塩月清和、以下「E-BOND」といいます。）との業務提携契約（以下「本業務提携契約」
といいます。）を締結することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 
 

記 

1. 本業務提携の目的 

当社グループは、健康医療介護情報サービス事業を戦略事業として位置づけ、病院内薬剤管理

部門向けの薬歴管理・服薬指導業務支援システムの開発・販売・保守、医療情報管理ソフトウェ

アの販売・保守サービス等を行って参りました。しかしながら本事業参入時の平成 29 年 3 月期

から現在まで営業赤字の計上が続いており、健康医療介護情報サービス事業の立て直しが課題

となっております。 

当社グループでは、上記立て直しのため、これまで調剤薬局向けシステムを競争力のある製品

として創出し、事業化することを掲げ、健康医療介護情報サービス事業において利益の拡大を

目指して参りました。しかしながら、現行制度下の業務知識不足に加え、日本の社会保障制度

が大きく見直される中、将来の調剤薬局の役割変化に応じた業務設計等、新たな調剤薬局向け

システムを構築するためのノウハウが当社グループにおいて不足しているとの認識に至ってお

ります。 

そこでこれらの課題を解決するため、当社の親会社である株式会社アイソプラの親会社である

E-BOND と業務提携をおこない、調剤薬局業務等に精通した人材を受け入れ、調剤薬局事業等に参入

し、経営を行うことで、調剤薬局向けシステムの構築に必要なノウハウを獲得し競争力のある

製品開発に努めて参ります。 

E-BOND は、調剤薬局を中心とした医療関連事業及び臨床検査受託事業を展開するグループを形成

しており、当社の親会社である株式会社アイソプラの親会社であることから、当社が競争力のあ

る調剤薬局向けシステムを構築することは、E-BOND の 医療関連事業の競争力強化が図れること

から、互いの企業価値向上につながると判断し本業務提携を行うことといたしました。 

 

 

 

 

 



2. 本業務提携の内容 

当社は調剤薬局事業等を自ら運営するために E-BOND から人材を受け入れ、必要なノウハウ等

の提供を受けます。具体的に提供を受けるノウハウ等は、以下になります。 

① 調剤薬局事業における全店舗の人員配置及びシフトの確認並びにその指導ノウハウ 

② 調剤薬局事業において人員の不足が生じた場合における、人員の派遣等のサポート 

③ 調剤薬局事業に係る在庫管理及び薬歴管理等に係る情報システムとそのノウハウ 

④ 社員教育及び研修ノウハウ 

⑤ 各種行政対応の指導及び補助ノウハウ 

⑥ 上記に付帯するノウハウ 

 

3. 本業務提携相手先の概要 

（１）名 称 株式会社 E-BOND ホールディングス 

（２）所 在 地 埼玉県北葛飾郡松伏町築比地 795 番１ 

（３）代 表 者 の役 職 ・氏 名 代表取締役 塩月 清和 

（４）事 業 内 容 
グループの経営戦略の立案・遂行 

グループ会社の事業戦略支援・事業活動の管理 

（５）資 本 金 99 百万円 

（６）設 立 年 月 日 平成 20 年 7 月 30 日 

（７）純 資 産 2,074 百万円（平成 29 年５月末） 

（８）総 資 産 2,791 百万円（平成 29 年５月末） 

（９）大 株 主及び持株 比 率 

（平成 29 年 12 月 19 日現在） 
塩月 清和 100.00％ 

（10）当 社 と当該会社の関係 

資 本 関 係 

当該会社の 100%子会社である

株式会社アイソプラが当社発行

済み株式の 66.38%(自己株式を

除く)の完全親会社になります。 

人 的 関 係 

執行役員として当社に３名出向

しておりますが、当社本年２月

15 日開催予定の臨時株主総会

において当該３名の取締役選任

を付議しており、当該臨時株主

総会にて承認可決された場合、

当該３名は当社の取締役に就

任いたします。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関 連 当 事 者 への該 当 状 況 

当社親会社の親会社であるた

め、当社の関連当事者に該当

いたします。 

 

 



4. 日程 

平成 30 年２月２日 取締役会決議日 

平成 30 年２月２日 業務提携契約書を締結 

 

5. 業績に与える影響 

本件による当社の今期（平成 30 年３月期）の連結業績に与える影響は軽微でありますが、 

今後、公表すべき事項が生じた場合には速やかにお知らせします。 

 

以 上 


